
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年12月20日 

【中間会計期間】 第138期中（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

【会社名】 日産化学工業株式会社 

【英訳名】 Nissan Chemical Industries, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  藤本 修一郎 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田錦町三丁目７番地１ 

【電話番号】 ０３（３２９６）８３６１ 

【事務連絡者氏名】 管理部主席  有田 信浩 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区神田錦町三丁目７番地１ 

【電話番号】 ０３（３２９６）８３６１ 

【事務連絡者氏名】 管理部主席  有田 信浩 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第137期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第136期中 第137期中 第138期中 第136期 第137期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 75,249 77,879 76,650 169,149 174,351 

経常利益（百万円） 8,789 8,737 8,629 21,307 21,246 

中間（当期）純利益（百万円） 5,902 5,526 5,793 13,704 13,992 

純資産額（百万円） 84,074 96,837 101,831 91,953 99,306 

総資産額（百万円） 168,069 178,967 171,860 183,202 177,336 

１株当たり純資産額（円） 449.66 509.95 549.13 491.50 535.29 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
31.55 29.58 31.61 72.73 75.43 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 50.0 53.2 58.5 50.2 55.3 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
16,496 15,823 14,107 23,568 19,760 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△6,154 △4,444 △8,712 △13,503 △10,933 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△1,708 △6,685 △2,843 △6,161 △6,312 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
13,088 13,558 13,560 8,520 11,038 

従業員数（人） 2,255 2,304 2,208 2,250 2,294 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ２．第137期の１株当たり配当額には、創業120周年記念配当４円を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第136期中 第137期中 第138期中 第136期 第137期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 49,457 52,721 55,436 110,019 114,352 

経常利益（百万円） 7,711 8,327 7,501 18,295 18,776 

中間（当期）純利益（百万円） 5,103 5,298 5,042 12,277 11,927 

資本金（百万円） 18,942 18,942 18,942 18,942 18,942 

発行済株式総数（株） 187,635,031 187,635,031 184,635,031 187,635,031 184,635,031 

純資産額（百万円） 78,740 88,642 91,270 85,692 89,511 

総資産額（百万円） 136,740 142,877 149,786 145,157 154,642 

１株当たり純資産額（円） 421.13 474.48 498.17 458.12 488.42 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
27.28 28.36 27.52 65.23 64.30 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 7 8 10 15 20 

自己資本比率（％） 57.6 62.0 60.9 59.0 57.9 

従業員数（人） 1,511 1,568 1,611 1,502 1,558 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 当社グループ外への出向者及び臨時従業員は含めておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）  当社からの出向者及び臨時従業員は含めておりません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

化学品事業 1,451 

農業化学品事業 341 

医薬品事業 83 

その他の事業 333 

合計 2,208 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,611 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間は、原油をはじめとする原燃料価格が騰勢を強めるなか、サブプライムローンに端を発する

金融市場の混乱もあり、米国経済の減速が懸念されましたが、国内企業の設備投資は引き続き高水準を維持してお

り、アジア向けを中心に輸出も拡大傾向にあったことから、国内経済は総じて堅調に推移しました。 

 このような情勢のなか、「ＡＲＣ」（半導体用反射防止コーティング材）が半導体製造工程における微細化の進

展に伴い大幅な増収となったことに加え、「サンエバー」（液晶表示用材料ポリイミド）、「テピック」（封止材

用等特殊エポキシ）、「スノーテックス」（電子材料用研磨剤、各種材料用表面処理剤等）など主要製品の伸長に

より化学品事業の売上は、大幅な増加となりました。一方、農業化学品事業では、「ラウンドアップ」（非選択性

茎葉処理除草剤）が増収となったものの、「パーミット」（畑作用除草剤）、「シリウス」（水稲用除草剤）など

主要製品の減収に加え、日産アグリ㈱（現：サンアグロ㈱）を本年３月末に持分法適用会社に移行したことによ

り、事業全体の売上は減少しました。また、医薬品事業では、高脂血症治療剤「リバロ」錠の原薬出荷が微減とな

り、売上が前中間連結会計期間を下回りました。  

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は、766億50百万円と、前中間連結会計期間に比べ12億28百万円、1.6％

の減収となりました。また、損益面では、経常利益が86億29百万円と、前中間連結会計期間に比べ１億８百万円、

1.2％の減益、中間純利益は57億93百万円と、前中間連結会計期間に比べ２億67百万円、4.8％の増益となりまし

た。なお、国内での売上高は549億88百万円、海外での売上高は216億62百万円となっております。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 化学品事業 

 基礎化学品は、メラミン、アンモニア、硝酸、硫酸などの主要製品が増収となったことに加え、半導体向け高

純度薬品類の出荷が引き続き好調に推移しました。またディーゼル車の排ガス浄化用向け高品位尿素水「アドブ

ルー」も売上を伸ばし、全体の売上は前中間連結会計期間を上回る結果となりました。また、同事業の基礎素材

であるアンモニアの生産は前年並みとなりました。 

 機能製品では、半導体製造工程における微細化の進展に伴い「ＡＲＣ」（半導体用反射防止コーティング材）

は、ＡｒＦ（フッ化アルゴン）露光向けを中心に需要が急増し大幅な増収となっており、「サンエバー」（液晶

表示用材料ポリイミド）もテレビ用液晶向け出荷の拡大により売上を伸ばしました。また「スノーテックス」

（電子材料用研磨剤、各種材料用表面処理剤等）、「テピック」（封止材用等特殊エポキシ）などの主要製品を

はじめ、「ファインテック」（医薬品研究開発参加型）事業なども順調に推移しました。 

 この結果、当事業の売上高は、542億78百万円と前中間連結会計期間を86億64百万円上回り、営業利益は72億

34百万円となり、前中間連結会計期間を５億94百万円上回りました。 

② 農業化学品事業 

 国内においては、食に対する消費者ニーズの多様化、生産方式の合理化など農業の構造変化が加速するなか、

業界再編により大規模化する欧米農薬メーカーをはじめとする国内外メーカーとの競合が一層激化しており、依

然として厳しい状況が続いています。このような状況のもと、「ラウンドアップ」（非選択性茎葉処理除草剤）

は、昨年12月新たに「ラウンドアップマックスロード」をラインナップに加え増収となりましたが、水稲用除草

剤の分野で「シリウス」の売上が減少したことに加え、肥料事業を担うサンアグロ㈱を連結子会社から持分法適

用会社へと移行し、当中間連結会計期間より売上を除外した影響もあり、国内全体の売上は大幅な減収となりま

した。 

 海外においては、「タルガ」（畑作用除草剤）の売上はほぼ前中間連結会計期間並みとなったものの、「パー

ミット」（畑作用除草剤）が在庫調整の影響を受け減収となったことに加え、「シリウス」の販売も微減となり

輸出全体の売上は減少しました。 

 この結果、当事業の売上高は、135億71百万円と前中間連結会計期間を113億５百万円下回りました。また営業

利益は１億61百万円となり、前中間連結会計期間を５億55百万円下回りました。 

③ 医薬品事業 

 高脂血症治療剤「リバロ」は、医療現場において着実に処方数を伸ばしており、同効薬との競合においてシェ

アを拡大しましたが、当中間連結会計期間の原薬出荷は前期に比べ微減となりました。また「ランデル」（高血

圧・狭心症治療剤）、「エパテック」（外用鎮痛消炎剤）の売上も減少しました。 

 この結果、当事業の売上高は34億15百万円と前中間連結会計期間を１億49百万円下回りましたが、営業利益は

11億64百万円となり、前中間連結会計期間を１億２百万円上回りました。 



④ その他の事業 

 造園緑化工事、環境分析調査は、公共投資を巡る受注競争の激化、受注単価の下落など市場環境がより一層厳

しさを増すなか、エンジニアリング事業の受注が高水準であったことから当事業の売上高は53億85百万円と前中

間連結会計期間を15億61百万上回りました。一方、コスト面においては引き続き厳しい状況が続いており、営業

利益は１億19百万円と前中間連結会計期間を１億28百万円下回りました。                           

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ２百万円増加し、当中間連

結会計期間末には135億60百万円となりました。 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益、減価償却費に加え、運

転資金の効率化等により141億７百万円を確保しました。一方、投資活動によるキャッシュ・フローでは、電子材

料研究所を新設したことに加え、「スノーテックス」、「テピック」の製造能力を増強したことなどにより、87億

12百万円の支出となりました。また財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済、配当金の支払など

により、28億43百万円の支出となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

   当社グループの生産品目は、広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、 

  形式等は必ずしも一様ではなく、事業の種類別セグメントごとに生産規模を金額あるいは数量で示すこと 

  はしておりません。このため、生産実績については、「１．業績等の概要」に関連付けて示しております。 

（2）受注状況 

   当社グループ（当社及び当社の関係会社）は原則として、受注生産方式を採用しておりません。 

（3）販売実績 

   当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

（注） １. 上記販売実績は、外部顧客に対する売上高を表示しております。 

        ２. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10以上の相手先がな

             いため記載を省略しております。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

 化学品事業（百万円） 54,278 119.0 

 農業化学品事業（百万円）  13,571 54.6 

 医薬品事業（百万円）  3,415 95.8 

 その他の事業（百万円）  5,385 140.8 

合計（百万円） 76,650 98.4 



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は、2010年度までを展望した中期経営計画「Vista2010」の方針に従い重点分野に資源を

傾斜配分し現有製品の深耕・拡大を図るとともに、周辺領域での新規材料創出に注力しています。現在、物質科学研

究所、電子材料研究所、機能材料研究所、生物科学研究所の４研究所体制で研究開発に臨んでおります。千葉県船橋

市に新たに建設した電子材料研究所が本年４月稼動し電子材料分野の機能拡充と要員増強に対応するなど、研究開発

力の強化拡充を図っております。 

 独自の保有技術である超微粒子制御、高機能性材料、超精密有機合成などを各分野に活かし外部機関とも連携して

展開しています。九州大学とは有機ナノ微粒子関連材料の開発について組織対応型連携体制で新規機能材料の創製と

その用途探索・応用研究を進めております。 

 なお、研究開発費の総額は62億95百万円であります。 

 事業分野別の内訳は以下のとおりであります。 

（1）化学品事業 

 無機・有機材料事業分野では、精密有機合成や超微粒子制御など独自技術を活用し、機能を高めて、無機コロイド

や特殊エポキシ樹脂の周辺領域において市場ニーズに合わせた新製品の開発を進めております。無機材料事業分野で

は金属酸化物ゾルの事業領域拡大を進めており、アルカリ性ジルコニアゾル「ナノユース」を開発しました。チタン

精密鋳造や燃料電池用途などを主要ターゲットとし、さらなる用途展開と早期実需化を図っております。有機材料事

業分野では、封止材用途をターゲットとして透明性のある液状エポキシ樹脂の開発を進めております。 

 当社電子材料事業の柱の一つである「サンエバー」（液晶表示用材料ポリイミド）については、優位性ある技術の

確立を目指し、シェア拡大、高収益化に努めております。また、もう一つの柱である「ＡＲＣ」（半導体用反射防止

コーティング材）、及び半導体周辺材料については、将来を見据えた技術革新・品質改良を行い、最先端の半導体製

造プロセスに対応した製品の上市に努めております。新規事業分野においては、独自技術の創出・早期事業化を基本

方針として、各分野のターゲット毎に有機的に組織・編成し、効率的な運用を行っております。 

（２）農業化学品事業 

 開発中の新剤ではブドウ、野菜、バレイショ用の殺菌剤「ライメイ」（ＮＣ-224）が９月28日に英国にて仮登録を

取得し、来シーズンに同国にて上市いたします。同剤は日本及び欧州各国にて登録申請中であります。また、殺ダニ

剤「スターマイト」も日本において登録申請を行ないました。両剤共に日本において2008年上市を予定しておりま

す。 

 さらに新水稲除草剤「ＮＣ-620」の本格開発を開始いたしました。当社の「シリウス」（水稲用除草剤）の後継で

あり、より広い殺草スペクトラムを有しますので、将来の当社の国内シェアの向上に貢献するものと期待しておりま

す。 

 「パーミット」（畑作用除草剤）はこれまで日本及び北米・南米にて販売してまいりましたが、欧州の水稲向けに

登録地域拡大を行ってまいりました。イタリアにて登録の最終段階に入っており、同国での来シーズンの上市を見込

んでおります。 

（３）医薬品事業 

 国内および韓国で販売中の高脂血症治療剤「リバロ」（ＮＫ－104）は2008年度欧米同時申請に向け、興和㈱と臨

床試験を実施しております。又、アジア諸国でも興和㈱と開発を進めております。 

 大正製薬㈱と国内で共同開発中の「ＮＴ－702」は、慢性動脈閉塞症、脊柱管狭窄症および喘息の臨床第Ⅱ相試験

を実施中です。また2007年５月、日本・韓国・中国・台湾を除く全世界の開発・販売権に関するライセンス契約を米

国のIndigo Pharmaceuticals Inc社と締結し、2008年度中に臨床第Ⅲ相試験を開始する予定です。 

 帝人ファーマ㈱と共同開発中の新規抗心房細動・粗動治療薬「ＮＴＣ－801」は2007年９月に臨床第Ⅰ相試験を開

始しました。また、新たに創製した経口投与可能な血小板増多剤は、開発候補化合物を一本化し、早期の本格開発ス

タートを目指し、共同開発会社を選定中であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

  普通株式 184,635,031 184,635,031 
㈱東京証券取引所市場第

一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 184,635,031 184,635,031 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
－ 184,635,031 －  18,942 －  13,567 



(5）【大株主の状況】 

（注）１.株式会社みずほコーポレート銀行から平成19年7月23日付けで提出された大量保有報告書により、平成19年7月 

    13日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告をうけておりますが、当社としては各社の平成19

    年9月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載 

    しております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 18,242 9.88 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 12,840 6.95 

みずほ信託退職給付信託みず

ほコーポレート銀行口再信託

受託者資産管理サービス信託

銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－12 7,378 4.00 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 4,850 2.63 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－13－２ 4,800 2.60 

日産化学取引先持株会 東京都千代田区神田錦町３－７－１ 3,342 1.81 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１－８－11 3,327 1.80 

新日鉱ホールディングス株式

会社 
東京都港区虎ノ門２－10－１ 2,573 1.39 

日産化学従業員持株会 東京都千代田区神田錦町３－７－１ 2,377 1.29 

小野薬品工業株式会社 大阪府大阪市中央区道修町２－１－５ 2,376 1.29 

計 ─────         62,106 33.64 

氏名又は名称 住所 
 所有株式数 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１－３－３ 9,205 4.99 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 1,692 0.92 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１ 448 0.24 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 2,808 1.52 

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３－５－27 1,042 0.56 



２.シュローダー証券投信投資顧問株式会社から平成19年４月19日付けで提出された大量保有報告書により、平成

19年４月13日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては各

社の平成19年９月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式を上記大株主の

状況に記載しております。 

氏名又は名称 住所 
 所有株式数 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シュローダー証券投信投資顧

問株式会社 
東京都千代田区丸の内１－11－１ 7,955 4.31 

シュローダー・インベストメ

ント・マネージメント・ノー

スアメリカ・リミテッド 

英国 ＥＣ２Ｖ ７ＱＡ ロンドン、グレ

シャム・ストリート31 
956 0.52 

シュローダー・インベストメ

ント・マネージメント・リミ

テッド 

英国 ＥＣ２Ｖ ７ＱＡ ロンドン、グレ

シャム・ストリート31 
2,206 1.19 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１.上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の4,000株及び名義人以外からの株券 

 喪失登録のある株式3,000株が含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決 

 権株式に係る議決権の数４個及び名義人以外から株券喪失登録のある株式に係る議決の数３個が含まれてお 

 ます。   

        ２.単元未満株式には、当社所有の自己株式204株が含まれております。    

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は㈱東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式  1,425,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式 180,813,000 180,813 同上 

単元未満株式  普通株式  2,397,031 － 同上 

発行済株式総数 184,635,031 － － 

総株主の議決権 － 180,813 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日産化学工業株式会社 
東京都千代田区神田

錦町三丁目７番地１ 
1,425,000 － 1,425,000 0.77 

計 － 1,425,000 － 1,425,000 0.77 

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 

高（円） 1,534 1,437 1,457 1,580 1,565 1,478 

低（円） 1,311 1,226 1,312 1,399 1,327 1,332 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、八重洲監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ．流動資産                    

１．現金及び預金     13,558     13,560     11,038  

２．受取手形及び売掛
金 

※３   52,499     46,893     58,869  

３．たな卸資産     25,981     24,650     22,315  

４．繰延税金資産     2,401     2,445     1,978  

５．その他の流動資産     7,061     4,506     3,112  

６．貸倒引当金     △27     △24     △23  

流動資産合計     101,475 56.7   92,034 53.5   97,291 54.9

Ⅱ．固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1) 建物及び構築物   －     43,715     41,334    

  減価償却費累計
額 

  － 17,734   24,860 18,855   24,201 17,132  

(2) 機械装置及び運
搬具 

  －     96,640     93,041    

  減価償却費累計
額 

  － 14,094   80,575 16,064   78,853 14,188  

(3) 工具器具備品   －     17,948     15,441    

  減価償却費累計
額   － －   13,152 4,796   12,432 3,008  

(4) 土地      10,045     9,665     9,590  

(5) 建設仮勘定     －     936     4,590  

(6) その他      5,308     －     －  

有形固定資産合計     47,182 26.3   50,318 29.3   48,510 27.3

２．無形固定資産                    

(1）のれん     1,238     40     54  

(2) ソフトウェア     593     362     428  

(3) 借地権他     235     266     247  

無形固定資産合計     2,067 1.2   669 0.4   730 0.4

３．投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券     25,329     26,527     28,432  

(2) 長期貸付金     73     38     38  

(3) 繰延税金資産     1,205     437     729  

(4) その他     2,162     2,144     1,924  

(5)貸倒引当金     △528     △310     △319  

投資その他の資産
合計     28,242 15.8   28,838 16.8   30,804 17.4

固定資産合計     77,492 43.3   79,826 46.5   80,045 45.1

資産合計     178,967 100.0   171,860 100.0   177,336 100.0

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ．流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※３    23,261     18,857     22,256  

２．短期借入金     15,931     7,397     7,011  

３．１年内返済予定の
長期借入金 

    9,953     8,268     10,313  

４．未払法人税等     3,573     3,562     3,434  

５．賞与引当金     1,735     1,625     1,625  

６．役員賞与引当金     53     63     127  

７．その他の流動負債     10,010     9,436     12,499  

流動負債合計     64,518 36.1   49,211 28.6   57,267 32.3

Ⅱ．固定負債                    

１．長期借入金     10,527     16,178     15,039  

２．繰延税金負債     2,289     1,759     2,771  

３．退職給付引当金     1,106     478     470  

４．役員退職慰労引当
金     259     3     245  

５．関連事業損失引当
金     1,096     －     －  

６．その他の固定負債     2,333     2,397     2,234  

固定負債合計     17,611 9.8   20,817 12.1   20,761 11.7

負債合計     82,129 45.9   70,029 40.7   78,029 44.0

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ．株主資本                     

１．資本金     18,942 10.6   18,942 11.0   18,942 10.7 

２．資本剰余金     13,619 7.6   13,612 7.9   13,611 7.7 

３．利益剰余金     57,810 32.3   64,782 37.7   61,188 34.5 

４．自己株式     △783 △0.4   △1,826 △1.0   △1,741 △1.0 

株主資本合計     89,588 50.1   95,510 55.6   92,001 51.9 

Ⅱ．評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    4,930 2.7   4,357 2.6   5,386 3.0 

２．為替換算調整勘定     751 0.4   737 0.4   714 0.4 

評価・換算差額等合
計 

    5,681 3.1   5,095 3.0   6,100 3.4 

Ⅲ．少数株主持分     1,567 0.9   1,225 0.7   1,205 0.7 

純資産合計     96,837 54.1   101,831 59.3   99,306 56.0 

負債純資産合計     178,967 100.0   171,860 100.0   177,336 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     77,879 100.0   76,650 100.0   174,351 100.0

Ⅱ．売上原価     51,479 66.1   50,094 65.4   117,274 67.3

売上総利益     26,400 33.9   26,556 34.6   57,076 32.7

Ⅲ．販売費及び一般管
理費 

※１   17,770 22.8   17,707 23.1   36,231 20.8

営業利益     8,630 11.1   8,848 11.5   20,844 11.9

Ⅳ．営業外収益                    

１．受取利息   98     73     211    

２．受取配当金   404     332     716    

３．持分法による投資
利益   117     －     284    

４．その他   528 1,148 1.4 570 976 1.3 1,349 2,562 1.5

Ⅴ．営業外費用                    

１．支払利息   254     277     507    

２．固定資産処分損   276     229     478    

３．休止損   70     117     217    

４．不良品処分損   351     307     783    

５. 持分法による投資 
    損失   －     130     －    

６．その他   87 1,041 1.3 131 1,195 1.5 173 2,161 1.2

経常利益     8,737 11.2   8,629 11.3   21,246 12.2

Ⅵ．特別利益                    

  貸倒引当金戻入額   16     9     33    

投資有価証券売却
益   －     146     －    

工場環境整備費用
精算益   －     146     －    

関連事業損失引当
金戻入益   －     －     287    

持分変動損益   －     －     274    

その他   － 16 0.0 23 326 0.4 35 630 0.4

Ⅶ．特別損失                    

技術導入料整理損   －     138     －    

工場環境整備費用   95     －     420    

その他   － 95 0.1 － 138 0.2 38 459 0.3

税金等調整前中間
（当期）純利益     8,659 11.1   8,816 11.5   21,417 12.3

法人税、住民税及び
事業税   3,423     3,484     6,817    

法人税等調整額   △163 3,260 4.2 △485 2,998 3.9 581 7,399 4.3

少数株主損益     △126 △0.2   25 0.0   26 0.0

中間（当期）純利益     5,526 7.1   5,793 7.6   13,992 8.0

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）            （百万円）

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 18,942 13,617 53,882 △693 85,749 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,495   △1,495 

役員賞与     △103   △103 

中間純利益     5,526   5,526 

自己株式の取得       △94 △94 

自己株式の処分   2   3 6 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 － 2 3,927 △90 3,838 

平成18年９月30日 残高 18,942 13,619 57,810 △783 89,588 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 5,672 531 6,204 1,681 93,635 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △1,495 

役員賞与         △103 

中間純利益         5,526 

自己株式の取得         △94 

自己株式の処分         6 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△742 219 △522 △113 △636 

中間連結会計期間中の変動額合計 △742 219 △522 △113 3,202 

平成18年９月30日 残高 4,930 751 5,681 1,567 96,837 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）           （百万円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 18,942 13,611 61,188 △1,741 92,001 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △2,199   △2,199 

中間純利益     5,793   5,793 

自己株式の取得       △89 △89 

自己株式の処分   0   4 4 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 3,593 △85 3,509 

平成19年９月30日 残高 18,942 13,612 64,782 △1,826 95,510 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 5,386 714 6,100 1,205 99,306 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △2,199 

中間純利益         5,793 

自己株式の取得         △89 

自己株式の処分         4 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△1,028 23 △1,005 20 △984 

中間連結会計期間中の変動額合計 △1,028 23 △1,005 20 2,524 

平成19年９月30日 残高 4,357 737 5,095 1,225 101,831 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） （百万円）

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 18,942 13,617 53,882 △693 85,749 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △2,989   △2,989 

役員賞与     △103   △103 

当期純利益     13,992   13,992 

自己株式の取得       △4,876 △4,876 

自己株式の処分   △6 △3,810 3,828 11 

持分法適用会社除外による増加     217   217 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 － △6 7,306 △1,048 6,251 

平成19年３月31日 残高 18,942 13,611 61,188 △1,741 92,001 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 5,672 531 6,204 1,681 93,635 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当         △2,989 

役員賞与         △103 

当期純利益         13,992 

自己株式の取得         △4,876 

自己株式の処分         11 

持分法適用会社除外による増加         217 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△286 182 △103 △476 △580 

連結会計年度中の変動額合計 △286 182 △103 △476 5,671 

平成19年３月31日 残高 5,386 714 6,100 1,205 99,306 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  8,659 8,816 21,417 

減価償却費   4,573 4,396 9,693 

受取利息及び受取配
当金 

  △502 △406 △928 

工場環境整備費用精
算益 

  － △146 － 

工場環境整備費用   95 － 420 

支払利息   254 277 507 

持分法による投資損
益 

  △117 130 △284 

固定資産処分損   276 229 478 

退職給付引当金の増
減額（△：減少額） 

  △321 7 △573 

売上債権の増減額 
（△：増加額） 

  11,605 12,025 △4,301 

たな卸資産の増減額
（△：増加額） 

  △1,810 △2,312 △1,585 

仕入債務の増減額 
（△：減少額） 

  △3,909 △3,454 2,915 

未払金の増減額 
（△：減少額） 

  376 216 △123 

未払費用の増減額 
（△：減少額） 

  △52 △785 928 

その他   667 △1,970 △1,510 

小計   19,794 17,026 27,053 

         

利息及び配当金の受
取額 

  505 447 1,220 

利息の支払額   △254 △271 △516 

工場環境整備費用精
算益 

  － 146 － 

工場環境整備費用   △95 － △420 

法人税等の支払額   △4,126 △3,242 △7,577 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  15,823 14,107 19,760 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

投資有価証券の取得
による支出 

  △1,008 △9 △2,727 

投資有価証券の売却
による収入 

  － 162 26 

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,736 △7,308 △7,529 

有形固定資産の売却
による収入 

  9 46 32 

有形固定資産の除却
に伴う支出 

  △209 △145 △290 

無形固定資産の取得
による支出 

  △37 △98 △186 

短期貸付金の純増減
額（△：増加額） 

  △1,301 △1,435 △77 

その他   △159 75 △180 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,444 △8,712 △10,933 

Ⅲ．財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の純増減
額（△：減少額） 

  △165 354 △10 

長期借入による収入   － 5,000 9,900 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △4,933 △5,911 △9,968 

親会社による配当金
の支払額 

  △1,495 △2,199 △2,989 

少数株主への配当金
の支払額  

  － △3 － 

その他   △91 △84 △3,243 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △6,685 △2,843 △6,312 

Ⅳ．現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  337 △29 106 

Ⅴ．現金及び現金同等物の
増減額（△：減少額） 

  5,030 2,521 2,619 

Ⅵ．現金及び現金同等物の
期首残高 

  8,520 11,038 8,520 

Ⅶ．新規連結に伴う現金及
び現金同等物増加額 

  7 － 7 

Ⅷ．連結除外に伴う現金及
び現金同等物減少額 

  － － △109 

Ⅸ．現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 13,558 13,560 11,038 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社数   13社 

日星産業㈱ 

日産物流㈱ 

日産緑化㈱ 

日産エンジニアリング㈱ 

㈱環境技術研究所 

日産建材㈱ 

日本肥糧㈱ 

㈱ケミカルサービス 

日産アグリ㈱ 

ニッサン・ケミカル・アメ

リカ・Corp. 

ニッサン・ケミカル・ヨー

ロッパ・S.A.R.L. 

ニッサン・ケミカル・ヒュ

ーストン・Corp. 

韓国日産化学㈱ 

 上記のうち、ニッサン・ケミ

カル・ヨーロッパ・S.A.R.Lを新

規に連結子会社の範囲に含めて

おります。 

(1）連結子会社数   12社 

日星産業㈱ 

日産物流㈱ 

日産緑化㈱ 

日産エンジニアリング㈱ 

㈱環境技術研究所 

日産建材㈱ 

日本肥糧㈱ 

㈱ケミカルサービス 

ニッサン・ケミカル・アメ

リカ・Corp. 

ニッサン・ケミカル・ヨー

ロッパ・S.A.R.L. 

ニッサン・ケミカル・ヒュ

ーストン・Corp. 

ＮＣＫ㈱ 

 韓国日産化学㈱は、平成19年

５月８日付で商号をＮＣＫ㈱と

変更いたしました。 

(1）連結子会社数   12社 

   日星産業㈱ 

   日産物流㈱ 

   日産緑化㈱ 

    日産エンジニアリング㈱ 

    ㈱環境技術研究所  

    日産建材㈱  

    日本肥糧㈱  

    ㈱ケミカルサービス  

    ニッサン・ケミカル・アメ 

    リカ・Corp. 

    ニッサン・ケミカル・ヨー 

    ロッパ・S.A.R.L. 

    ニッサン・ケミカル・ヒュ 

    ーストン・Corp. 

    韓国日産化学㈱ 

 なお、ニッサン・ケミカル・ヨ

ーロッパ・S.A.R.L.につきまし

ては、重要性が増加したことに

より、当連結会計年度から新規

に連結の範囲に含めることとい

たしました。 

 また、日産アグリ㈱について

は持分比率の低下により当連結

会計年度末において関連会社と

なったため、損益、キャッシ

ュ・フロー及び株主資本変動額

を連結の範囲に含めておりま

す。 

(2）非連結子会社 

 主要な非連結子会社は、日産

化学アグロコリア㈱でありま

す。 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益のうち持分に見

合う額及び利益剰余金のうち持

分に見合う額等は、いずれも中

間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、連結の範囲

から除外しております。 

(2）非連結子会社 

同左 

(2）非連結子会社 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社数 

非連結子会社４社 

㈱日星サービス 

北海道日産化学㈱ 

北海道日紅㈱ 

九州日紅㈱ 

関連会社１社 

ズードケミー触媒㈱ 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社数 

非連結子会社１社 

㈱日星サービス  

関連会社２社 

   サンアグロ㈱ 

ズードケミー触媒㈱ 

  

  

 非連結子会社及び関連会社のう

ち次に示す３社に対する投資につ

いて持分法を適用しております。 

非連結子会社１社 

㈱日星サービス 

関連会社２社 

日産アグリ㈱ 

ズードケミー触媒㈱ 

  

 日産アグリ㈱については上記

「１.連結の範囲に関する事項」に

記載した事由により、持分法適用

関連会社としております。また、

前連結会計年度において持分法適

用非連結子会社でありました、北

海道日産化学㈱、北海道日紅㈱、

九州日紅㈱については、当社の日

産アグリ㈱に対する持分比率の低

下により持分法適用の範囲から除

いております。 

 (2）持分法の適用から除外した非

連結子会社（日産化学アグロコ

リア㈱他）及び関連会社（日本

燐酸㈱他）は、中間純損益のう

ち持分に見合う額及び利益剰余

金等のうち持分に見合う額等の

中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

（2）      同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

 中間連結決算日（９月30日）と

異なる決算日の連結子会社の決算

日は下記のとおりであります。 

 なお、ニッサン・ケミカル・ヨ

ーロッパ・S.A.R.Lについては、中

間連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用してお

ります。それ以外の３社について

は、中間連結決算日との差異が３

ケ月以内であるため、当該連結子

会社の中間事業年度に係る中間財

務諸表を使用して連結を行ってお

ります。 

 ただし、平成18年７月１日から

平成18年９月30日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

日産建材㈱ ６月30日

ニッサン・ケミカル・

アメリカ・Corp. 
６月30日

ニッサン・ケミカル・

ヨーロッパ・S.A.R.L 
６月30日

ニッサン・ケミカル・

ヒューストン・Corp. 
６月30日

 中間連結決算日（９月30日）と

異なる決算日の連結子会社の決算

日は下記のとおりであります。 

 なお、ニッサン・ケミカル・ヨ

ーロッパ・S.A.R.L.については、

中間連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。それ以外の３社につい

ては、中間連結決算日との差異が

３ケ月以内であるため、当該連結

子会社の中間事業年度に係る中間

財務諸表を使用して連結を行って

おります。 

 ただし、平成19年７月１日から

平成19年９月30日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

日産建材㈱ ６月30日

ニッサン・ケミカル・

アメリカ・Corp. 
６月30日

ニッサン・ケミカル・

ヨーロッパ・S.A.R.L.
６月30日

ニッサン・ケミカル・

ヒューストン・Corp. 
６月30日

 連結決算日（３月31日）と異な

る決算日の連結子会社の決算日は

下記のとおりであります。 

 なお、ニッサン・ケミカル・ヨ

ーロッパ・S.A.R.L.については、

連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しており

ます。それ以外の３社について

は、連結決算日との差異が３ヶ月

以内であるため、当該連結子会社

の事業年度に係る財務諸表を使用

して連結を行っております。 

 ただし、平成19年１月１日から

平成19年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

日産建材㈱ 12月31日

ニッサン・ケミカル・

アメリカ・Corp. 
12月31日

ニッサン・ケミカル・

ヨーロッパ・S.A.R.L. 
12月31日

ニッサン・ケミカル・

ヒューストン・Corp. 
12月31日

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間連結決算日の 

  市場価格等に基づ 

  く時価法 

 （評価差額は全部純 

 資産直入法により処 

 理し、売却原価は移 

 動平均法により算 

 定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……連結決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

……移動平均法に基づ

く原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

……時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

 主として総平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 主として、定率法により償

却しております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物  ２～50年 

機械装置及び運搬具 

         ２～12年 

① 有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く。） 

ａ 平成10年３月31日以前に取

得したもの 

旧定率法によっております。 

ｂ 平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得したも

の 

旧定額法によっております。 

ｃ 平成19年４月１日以降に取

得したもの 

定額法によっております。 

 その他の有形固定資産 

 ａ 平成19年３月31日以前に取 

 得したもの 

  旧定率法によっております。 

 ｂ 平成19年４月１日以降に取 

 得したもの 

  定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物   ２～50年 

機械装置及び運搬具 ２～12年 

① 有形固定資産 

 主として、定率法により償

却しております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を

採用しております。 

      なお、主な耐用年数は次の

    とおりであります。 

     建物及び構築物  ２～50年 

        機械装置及び運搬具 

             ２～12年 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。  

 これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ272百万円減少しておりま

す。 

 セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。 

  

 （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、法人

税法改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益がそれぞ

れ274百万円減少しております。  

 セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。 

 

② 無形固定資産 

 定額法により償却しており

ます。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

② 無形固定資産 

        同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支出に充当す

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

② 賞与引当金 

  従業員賞与の支出に充当する

ため、支給見込額に基づき当中

間連結会計期間に見合う額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支出に充当する

ため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う額を計上し

ております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当する

ため、当中間連結会計期間に

おける支給見込額に基づき、

当中間連結会計期間に見合う

額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当するた

め、支給見込額に基づき当中間

連結会計期間に見合う額を計上

しております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当する

ため、支給見込額に基づき当

連結会計年度に見合う額を計

上しております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により、発生年度

から費用処理しております。 

④ 退職給付引当金 

 同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差異

は１年、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により、発生年度

から費用処理しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に備える

ため、内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を引当

計上しております。 

 なお、当社は、平成18年６

月29日開催の定時株主総会に

おいて役員退職慰労金制度を

廃止したため、当該定時株主

総会の日までの在任期間に応

じた在任役員への要支給額を

その他の固定負債へ振替えて

おります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に備える

ため、内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を引当

計上しております。 

 なお、一部の連結子会社

は、平成19年６月に開催した

各社の定時株主総会において

役員退職慰労金制度を廃止し

たため、当該定時株主総会の

日までの在任期間に応じた在

任役員への要支給額をその他

の固定負債へ振替えておりま

す。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

⑥ 関連事業損失引当金 

 関連事業に係る損失に備え

るため、損失見込額を計上し

ております。 

   

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間 

  連結決算日の直物為替相場によ 

  り円貨に換算し、換算差額は損益 

  として処理しております。 

 在外子会社等の資産及び負債

は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計

上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、為替差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上し

ております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、金利スワップ

については特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

(6）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワッ
プ 

 借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 各社の内規に基づき、金利

変動リスクをヘッジしており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動

の累計を比較して有効性の判

定を行っております。ただ

し、特例処理によっている金

利スワップについては、有効

性の評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっております。 

  ②連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しており 

 ます。 

  ③     ────── 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法 

同左 

  ②連結納税制度の適用 

同左 

  

  ③中間連結会計期間に係る納付 

   税額及び法人税等調整額 

  当中間連結会計期間に係る納

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる固定資産圧縮積立金の取崩

しを前提として、当中間連結会

計期間に係る金額を計算してお

ります。 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法 

同左 

    ②連結納税制度の適用 

同左 

  

  ③     ────── 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ケ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ53百万円減少しておりま

す。 

────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これにより営業利益、経常利

益および税金等調整前当期純利益は、

それぞれ127百万円減少しておりま

す。 

 セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は95,269百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は98,101百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において「営業権」として表示して

いたものは、当中間連結会計期間より「のれん」と表示し

ております。 

（中間連結貸借対照表） 

 ────── 

──────  前中間連結会計期間において「有形固定資産」は、各資

産の金額から減価償却累計額を直接控除し、控除後の残高

を各資産の金額として表示しておりましたが、当中間連結

会計期間より、「減価償却累計額」を各資産科目の控除科

目として区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「減価償却累計額」

を区分掲記した場合、下記のとおりであります。 

（1）建物及び構築物                42,165百万円 

   減価償却累計額                24,431 

（2）機械装置及び運搬具            95,612 

    減価償却累計額                81,517 

（3）工具器具備品                14,993 

    減価償却累計額                11,955 

 (4) 土地                10,045 

 (5) 建設仮勘定           2,269 

   有形固定資産合計              47,182 



追加情報 

     該当事項はありません。 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
117,903百万円

 ────── ※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 
115,487百万円

 ２ 債務保証 

 従業員及び連結会社以外の会社等の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

 ２ 債務保証 

 従業員及び連結会社以外の会社等の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

 ２ 債務保証 

 従業員及び連結会社以外の会社等の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

北海道日産化学㈱     100百万円

従業員  78 

北陸液酸工業㈱  75 

その他２社 30 

計    284百万円

従業員        62百万円

北陸液酸工業㈱  61 

日本アンモニアターミナ

ル㈱ 
23 

計       147百万円

北陸液酸工業㈱       68百万円

従業員  66 

日本アンモニアターミナ

ル㈱ 
25 

計       161百万円

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形 1,141百万円

支払手形 543百万円

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形      858百万円

支払手形    107百万円

※３ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、当連結会計期間の末日が金

融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

当連結会計期間末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。  

受取手形      808百万円

支払手形    342百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

  

 ２ 販売費、一般管理費及当期製造費用 

      に含まれる研究開発費 

4,682百万円 

運送費 799百万円

労務費   6,694 

試験費    1,771 

減価償却費 2,208 

  

 ２ 販売費、一般管理費及当期製造費用 

      に含まれる研究開発費 

     6,295百万円 

運送費 795百万円

労務費          6,327 

試験費         2,517 

減価償却費      1,537 

  

 ２ 販売費、一般管理費及当期製造費用 

      に含まれる研究開発費 

          9,900百万円 

運送費     1,848百万円

労務費       13,217 

試験費           3,907 

減価償却費      4,585 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加58千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、単元未満株式の買増請求よる減少であります。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  187,635 － － 187,635 

合計 187,635 － － 187,635 

 自己株式         

   普通株式 （注）１、２ 759 58 3 814 

合計 759 58 3 814 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,495 8.00  平成18年３月31日  平成18年６月30日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 1,494 利益剰余金 8.00  平成18年９月30日  平成18年12月４日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加60千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、単元未満株式の買増請求よる減少であります。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 184,635 － － 184,635 

合計 184,635 － － 184,635 

 自己株式         

   普通株式 （注）１、２ 1,367 60 3 1,425 

合計 1,367 60 3 1,425 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 2,199 12.00  平成19年３月31日  平成19年６月29日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月13日 

取締役会 
普通株式 1,832 利益剰余金 10.00  平成19年９月30日  平成19年12月４日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の発行済株式の株式数の減少3,000千株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少でありま 

     す。 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の増加3,615千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加3,500千 

     株、単元未満株式の買取りによる増加115千株であります。 

   ３.普通株式の自己株式の株式数の減少3,007千株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少3,000千 

     株、単元未満株式の買増請求による減少７千株であります。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）１ 187,635 － 3,000 184,635 

合計 187,635 － 3,000 184,635 

 自己株式         

   普通株式 （注）２、３ 759 3,615 3,007 1,367 

合計 759 3,615 3,007 1,367 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,495 8.00  平成18年３月31日  平成18年６月30日

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 1,494 8.00  平成18年９月30日  平成18年12月４日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 2,199 利益剰余金 12.00  平成19年３月31日  平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．中間連結貸借対照表上の現金及び預金

勘定中間期末残高と中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書上の現金及び現金同等

物の中間期末残高との調整 

※１．中間連結貸借対照表上の現金及び預金

勘定中間期末残高と中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書上の現金及び現金同等

物の中間期末残高との調整 

※１．連結貸借対照表上の現金及び預金勘定

期末残高と連結キャッシュ・フロー計算

書上の現金及び現金同等物の期末残高と

の調整 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定     13,558百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 13,558 

現金及び預金勘定     13,560百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 13,560 

現金及び預金勘定    11,038百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 11,038 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

189 129 60 

工具器具備
品 

377 170 207 

合計 567 299 267 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

74 40 33 

工具器具備
品 

304 148 155 

合計 378 188 189 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

97 55 42 

工具器具備
品 

321 160 160 

合計 418 215 203 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

 （注）     同左  （注）取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内   100百万円

１年超 166 

合計   267百万円

１年内      75百万円

１年超 114 

合計 189百万円

１年内      76百万円

１年超 127 

合計         203百万円

 （注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 （注）     同左  （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料   56百万円

減価償却費相当額   56百万円

支払リース料     44百万円

減価償却費相当額     44百万円

支払リース料       81百万円

減価償却費相当額       81百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券について２百万円減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 8,969 17,302 8,336 

(2）債券 ─ ─ ─ 

(3）その他 ─ ─ ─ 

合計 8,969 17,302 8,336 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

出資証券 4,003 

非上場株式 815 

その他 40 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 9,941 17,307 7,365 

(2）債券 －  －  －  

(3）その他 －  －  －  

合計 9,941 17,307 7,365 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

出資証券 4,003 

非上場株式 811 

その他 16 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について２百万円減損処理を行っております。 

   なお減損処理にあたっては切放処理をとっており、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落 

   し、なおかつ回復可能性がないと判断された場合には減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

当中間連結会計期間（平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 9,948 19,049 9,101 

(2）債券  － －  －  

(3）その他 － －  －  

合計 9,948 19,049 9,101 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

出資証券 4,003 

非上場株式 811 

その他 16 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
化学品事業 
（百万円） 

農業化学
品事業 
（百万円）

医薬品事業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
45,614 24,876 3,565 3,824 77,879 － 77,879 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,552 194 27 6,299 9,074 (9,074) － 

計 48,167 25,070 3,593 10,123 86,954 (9,074) 77,879 

 営業費用 41,527 24,353 2,531 9,874 78,287 (9,038) 69,249 

営業利益 6,639 716 1,061 248 8,667 (36) 8,630 

 
化学品事業 
（百万円） 

農業化学
品事業 
（百万円）

医薬品事業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
54,278 13,571 3,415 5,385 76,650 － 76,650 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,139 278 － 6,346 7,764 (7,764) － 

計 55,418 13,849 3,415 11,732 84,415 (7,764) 76,650 

 営業費用 48,183 13,688 2,251 11,612 75,735 (7,933) 67,802 

営業利益 7,234 161 1,164 119 8,679 (△169) 8,848 

 
化学品事業 
（百万円） 

農業化学
品事業 
（百万円）

医薬品事業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
94,937 62,686 6,544 10,182 174,351 － 174,351 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
5,426 334 － 13,641 19,402 (19,402) － 

計 100,364 63,020 6,544 23,824 193,754 (19,402) 174,351 

 営業費用 85,422 59,678 4,650 23,287 173,038 (19,531) 153,506 

営業利益 14,942 3,342 1,894 537 20,715 (△128) 20,844 



 （注）各事業区分の主要製品 

 （注）会計方針の変更 

（当中間連結会計期間） 

有形固定資産の減価償却の方法の変更 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４.（2） ①に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。 

 これにより、当中間連結会計期間の営業費用は、「化学品」252百万円、「農業化学品」６百万円、「医薬品」４百

万円、「その他」８百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

追加情報 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４.（2） ①に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、 

平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

 これにより、当中間連結会計期間の営業費用は、「化学品」193百万円、「農業化学品」67百万円、「医薬品」７百

万円、「その他」６百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。  

  

（前連結会計年度） 

役員賞与に関する会計基準 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」 に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて、営業費用が「化学品」121百万円、「その他」５百万円、それぞれ増加し、営業利益が同額減

少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略してお

ります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略してお

ります。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略してお

ります。 

事業区分 主要製品 

化学品事業 

基礎化学品（メラミン、硫酸、硝酸、アンモニア等） 

環境化学品（殺菌消毒剤等） 

無機材料（電子材料用研磨剤等無機コロイド等） 

有機材料（封止材用等特殊エポキシ、難燃剤等） 

電子材料（液晶表示用材料ポリイミド、半導体用反射防止コーティング材等）等 

農業化学品事業 
農薬（除草剤、殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌剤、植物成長調整剤） 

肥料（高度化成等）等 

医薬品事業 高脂血症治療剤原薬、高血圧・狭心症治療剤、外用鎮痛消炎剤 

その他の事業 造園緑化、環境調査、運送、プラントエンジニアリング等 



【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

アジア等：アジア、オセアニア 

欧米等：北米、中南米、欧州、アフリカ 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

    アジア等 欧米等 計 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,203 5,460 19,663 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     77,879 

Ⅲ 
連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

18.2 7.0 25.2 

    アジア等 欧米等 計 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 16,995 4,667 21,662 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     76,650 

Ⅲ 
連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

22.2 6.1 28.3 

    アジア等 欧米等 計 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 30,634 7,124 37,758 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     174,351 

Ⅲ 
連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

17.6 4.1 21.7 



（１株当たり情報） 

  （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 （注）  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 509.95円

１株当たり中間純利益  29.58円

１株当たり純資産額    549.13円

１株当たり中間純利益     31.61円

１株当たり純資産額     535.29円

１株当たり当期純利益      75.43円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

               同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 5,526 5,793 13,992 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
5,526 5,793 13,992 

期中平均株式数（千株） 186,845 183,240 185,506 

 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円） 96,837 101,831 99,306 

 純資産の部の合計額から控除する 

 金額（百万円） 
1,567 1,225 1,205 

 （うち少数株主持分） (1,567) (1,225) (1,205) 

 普通株式に係る中間期末（期末）の 

 純資産額（百万円）  
95,269 100,605 98,101 

 １株当たり純資産額の算定に用いら 

 れた中間期末（期末）の普通株式の 

 数（千株） 

186,820 183,209 183,267 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年11月14日開催の取

締役会において、会社法第165条第２

項の規定に基づき、自己株式を取得す

ること及びその具体的な取得方法につ

いて決議し、自己株式の取得を以下の

とおり実施いたしました。 

１.自己株式の取得を行う理由 

  経営環境の変化に対応した機動的 

 資本政策の遂行を可能とするため 

２.取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

   当社普通株式 

（２）取得する株式の総数 

     3,500千株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

     5,000百万円（上限） 

（４）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成19年 

    ２月13日まで 

３.実施の結果 

（１）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成18年 

    11月27日まで（約定日ベース） 

（２）取得した株式の総数 

    3,500千株 

（３）株式の取得価額の総額 

    4,697百万円 

（４）株式の取得の方法 

     東京証券取引所における市場買 

  付 

 当社は、平成19年11月13日開催の取

締役会において、会社法第165条第２

項の規定に基づき、自己株式を取得す

ること及びその具体的な取得方法につ

いて決議し、自己株式の取得を以下の

とおり実施いたしました。 

１.自己株式の取得を行う理由 

  経営環境の変化に対応した機動的 

 資本政策の遂行を可能とするため 

２.取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

   当社普通株式 

（２）取得する株式の総数 

     3,500千株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

     5,000百万円（上限） 

（４）株式の取得期間 

     平成19年11月13日から平成19年

    12月28日まで 

３.実施の結果 

（１）株式の取得期間 

     平成19年11月13日から平成19年

    11月27日まで（約定日ベース） 

（２）取得した株式の総数 

    3,399千株 

（３）株式の取得価額の総額 

    4,997百万円 

（４）株式の取得の方法 

     東京証券取引所における市場買

  付 

 ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ. 流動資産                    

１．現金及び預金   10,177     10,347     7,813    

２．受取手形 ※３ 3,084     3,054     2,835    

３．売掛金   30,958     32,762     43,583    

４．たな卸資産   18,687     20,957     19,131    

５．関係会社短期貸付金   7,369     5,977     4,867    

６．繰延税金資産   1,991     2,050     1,587    

７．その他   2,429     2,403     3,086    

流動資産合計     74,698 52.3   77,553 51.8   82,905 53.6 

Ⅱ. 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   －     27,904     26,161    

    減価償却費累計額   － 12,044   14,437 13,466   14,054 12,107  

(2）構築物   －     9,823     9,369    

    減価償却費累計額   － －   6,878 2,944   6,712 2,657  

(3）機械装置   －     88,244     84,798    

    減価償却費累計額   － 11,468   73,352 14,891   71,687 13,111  

(4）車輌運搬具   －     320     363    

    減価償却費累計額   － －   266 53   307 55  

(5）工具器具備品   －     16,776     14,323    

    減価償却費累計額   － －   12,147 4,629   11,463 2,860  

(6）土地     6,669     6,738     6,669  

(7）建設仮勘定     －     415     3,596  

(8）その他     7,671     －    － 

有形固定資産合計     37,854 26.5   43,139 28.8   41,057 26.6 

２．無形固定資産                    

(1）のれん   1,238     40     54    

(2）その他   772     588     630    

無形固定資産合計   2,010   1.4 629   0.4 684   0.4 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   20,904     21,039     22,741    

(2）関係会社株式   5,789     5,789     5,789    

(3）関係会社長期貸付
金   524     440     469    

(4）長期前払費用   520     675     477    

(5）その他   698     666     664    

(6）貸倒引当金   △124     △148     △148    

投資その他の資産合
計   28,313   19.8 28,463   19.0 29,994   19.4 

固定資産合計     68,179 47.7   72,233 48.2   71,736 46.4 

資産合計     142,877 100.0   149,786 100.0   154,642 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ. 流動負債                    

１．買掛金   10,212     11,530     13,804    

２．短期借入金   5,500     5,400     5,400    

３．１年内返済予定の長
期借入金 

  9,844     8,219     10,266    

４．未払法人税等   3,402     3,370     3,238    

５．賞与引当金   1,277     1,297     1,292    

６．役員賞与引当金   40     50     100    

７．その他  ※４ 9,289     8,789     11,660    

流動負債合計     39,564 27.7   38,656 25.8   45,760 29.6 

Ⅱ. 固定負債                    

１．長期借入金   10,389     16,080     14,920    

２．退職給付引当金   301     －     －    

３．その他   3,980     3,779     4,449    

固定負債合計     14,670 10.3   19,859 13.3   19,369 12.5 

負債合計     54,235 38.0   58,516 39.1   65,130 42.1 

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ．株主資本                    

１．資本金     18,942 13.3   18,942 12.6   18,942 12.2 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   13,567     13,567     13,567    

(2）その他資本剰余金   8     0     －    

自己株式処分差益   8     0     －    

資本剰余金合計     13,575 9.5   13,567 9.1   13,567 8.8 

３．利益剰余金                    

(1）利益準備金   2,161     2,161     2,161    

(2）その他利益剰余金   50,238     54,405     51,562    

配当引当積立金   200     200     200    

固定資産圧縮積立
金   554     530     530    

別途積立金   32,698     36,698     32,698    

繰越利益剰余金   16,785     16,976     18,133    

利益剰余金合計     52,399 36.6   56,566 37.7   53,723 34.7 

４．自己株式     △783 △0.5   △1,826 △1.2   △1,741 △1.1 

株主資本合計     84,133 58.9   87,250 58.2   84,491 54.6 

Ⅱ．評価・換算差額等                    

その他有価証券評価
差額金     4,508 3.1   4,020 2.7   5,019 3.3 

評価・換算差額等 
合計     4,508 3.1   4,020 2.7   5,019 3.3 

純資産合計     88,642 62.0   91,270 60.9   89,511 57.9 

負債純資産合計     142,877 100.0   149,786 100.0   154,642 100.0 

         



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ. 売上高     52,721 100.0   55,436 100.0   114,352 100.0 

Ⅱ. 売上原価     28,393 53.9   30,992 55.9   63,370 55.4 

売上総利益     24,327 46.1   24,444 44.1   50,981 44.6 

Ⅲ. 販売費及び一般管理
費     15,937 30.2   16,826 30.4   32,234 28.2 

営業利益     8,390 15.9   7,617 13.7   18,747 16.4 

Ⅳ. 営業外収益 ※１   875 1.7   875 1.6   1,919 1.7 

Ⅴ. 営業外費用 ※２   938 1.8   991 1.8   1,890 1.7 

経常利益     8,327 15.8   7,501 13.5   18,776 16.4 

Ⅵ. 特別利益     － －   316 0.6   35 0.0 

Ⅶ. 特別損失     95 0.1   138 0.2   449 0.4 

税引前中間（当期）
純利益     8,232 15.7   7,679 13.9   18,362 16.0 

法人税、住民税及び
事業税   3,097     3,036     6,082    

法人税等調整額   △163 2,933 5.6 △399 2,637 4.8 352 6,434 5.6 

中間（当期）純利益     5,298 10.1   5,042 9.1   11,927 10.4 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）              （百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合  計資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

配 当 
引 当 
積立金 

固定資産
圧  縮
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日 残高 18,942 13,567 6 13,573 2,161 200 525 26,698 19,091 48,676 △693 80,498 

中間会計期間中の変動
額                        

剰余金の配当                 △1,495 △1,495   △1,495 

役員賞与                 △80 △80   △80 

固定資産圧縮積立金
の積立 

            54   △54 －   － 

固定資産圧縮積立金
の取崩 

            △25   25 －   － 

別途積立金の積立               6,000 △6,000 －   － 

中間純利益                 5,298 5,298   5,298 

自己株式の取得                     △94 △94 

自己株式の処分     2 2             3 6 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

                        

中間会計期間中の変動
額合計 

－ － 2 2 － － 29 6,000 △2,305 3,723 △90 3,634 

平成18年９月30日 残高 18,942 13,567 8 13,575 2,161 200 554 32,698 16,785 52,399 △783 84,133 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合 計 

その他
有価証
券評価
差額金 

評価・
換算差
額等合
計 

平成18年３月31日 残高 5,193 5,193 85,692 

中間会計期間中の変動
額      

剰余金の配当     △1,495 

役員賞与     △80 

固定資産圧縮積立金
の積立 

    － 

固定資産圧縮積立金
の取崩 

    － 

別途積立金の積立     － 

中間純利益     5,298 

自己株式の取得     △94 

自己株式の処分     6 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

△684 △684 △684 

中間会計期間中の変動
額合計 

△684 △684 2,950 

平成18年９月30日 残高 4,508 4,508 88,642 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）              （百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合  計資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

配 当 
引 当 
積立金 

固定資産
圧  縮
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成19年３月31日 残高 18,942 13,567 － 13,567 2,161 200 530 32,698 18,133 53,723 △1,741 84,491 

中間会計期間中の変動
額                        

剰余金の配当                 △2,199 △2,199   △2,199 

別途積立金の積立               4,000 △4,000 －   － 

中間純利益                 5,042 5,042   5,042 

自己株式の取得                     △89 △89 

自己株式の処分     0 0             4 4 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

                        

中間会計期間中の変動
額合計 

－ － 0 0 － － － 4,000 △1,156 2,843 △85 2,758 

平成19年９月30日 残高 18,942 13,567 0 13,567 2,161 200 530 36,698 16,976 56,566 △1,826 87,250 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合 計 

その他
有価証
券評価
差額金 

評価・
換算差
額等合
計 

平成19年３月31日 残高 5,019 5,019 89,511 

中間会計期間中の変動
額      

剰余金の配当     △2,199 

別途積立金の積立     － 

中間純利益     5,042 

自己株式の取得     △89 

自己株式の処分     4 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

△999 △999 △999 

中間会計期間中の変動
額合計 

△999 △999 1,758 

平成19年９月30日 残高 4,020 4,020 91,270 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）     （百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合  計資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

配 当 
引 当 
積立金 

固定資産
圧  縮
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日 残高 18,942 13,567 6 13,573 2,161 200 525 26,698 19,091 48,676 △693 80,498 

事業年度中の変動額                        

剰余金の配当                 △2,989 △2,989   △2,989 

役員賞与                 △80 △80   △80 

別途積立金の積立               6,000 △6,000 －   － 

固定資産圧縮積立金
の積立 

            54   △54 －   － 

固定資産圧縮積立金
の取崩 

            △49   49 －   － 

当期純利益                 11,927 11,927   11,927 

自己株式の取得                     △4,876 △4,876 

自己株式の処分     △6 △6         △3,810 △3,810 3,828 11 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

                        

事業年度中の変動額合
計 

－ － △6 △6 － － 5 6,000 △958 5,047 △1,048 3,993 

平成19年３月31日 残高 18,942 13,567 － 13,567 2,161 200 530 32,698 18,133 53,723 △1,741 84,491 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合 計 

その他
有価証
券評価
差額金 

評価・
換算差
額等合
計 

平成18年３月31日 残高 5,193 5,193 85,692 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当     △2,989 

役員賞与     △80 

別途積立金の積立     － 

固定資産圧縮積立金
の積立 

    － 

固定資産圧縮積立金
の取崩 

    － 

当期純利益     11,927 

自己株式の取得     △4,876 

自己株式の処分     11 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

△173 △173 △173 

事業年度中の変動額合
計 

△173 △173 3,819 

平成19年３月31日 残高 5,019 5,019 89,511 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価

法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

……移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

……時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

製品及び原材料 

……総平均法に基づく原価

法 

貯蔵品 

……移動平均法に基づく原

価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 ２～50年 

機械装置及び運搬具 

２～12年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く。） 

     ① 平成10年３月31日以前に取 

     得したもの 

    旧定率法によっております。 

   ② 平成10年４月１日から平成 

     19年３月31日までに取得したも 

     の 

     旧定額法によっております。 

   ③ 平成19年４月１日以降に取 

   得したもの 

        定額法によっております。 

  

    その他の有形固定資産 

     ① 平成19年３月31日以前に取 

   得したもの 

    旧定率法によっております。 

   ② 平成19年４月１日以降に取 

   得したもの 

    定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物   ２～50年 

機械装置及び運搬具２～12年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 ２～50年 

機械装置及び運搬具 

２～12年 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。 

  これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞれ265

百万円減少しております。 

  

  （追加情報） 

  法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益がそれぞれ254百

万円減少しております。  

 

(2）無形固定資産 

 無形固定資産については、

定額法を採用しております。 

 なおソフトウェア（自社利

用）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支出に充当す

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(2）賞与引当金 

  従業員賞与の支出に充当す

るため、支給見込額に基づき

当中間会計期間に見合う額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支出に充当す

るため、支給見込額に基づき

当事業年度に見合う額を計上

しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当する

ため、当中間会計期間におけ

る支給見込額に基づき、当中

間会計期間に見合う額を計上

しております。 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当するた

め、支給見込額に基づき当中間

会計期間に見合う額を計上して

おります。 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に充当する

ため、支給見込額に基づき当

事業年度に見合う額を計上し

ております。 

(4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。  

 なお、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により発生年度か

ら費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差異

は１年、数理計算上の差異は

従業員の平均残存勤続年数18

年の定率法により発生年度か

ら費用処理しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1）消費税等の会計処理の方法 

  税抜方式によっております。 

  (2）連結納税制度の適用 

     連結納税制度を適用しており 

     ます。 

  (3）     ────── 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1）消費税等の会計処理の方法 

同左 

  (2）連結納税制度の適用 

同左 

  

  (3）中間会計期間に係る納付税額 

   及び法人税等調整額 

 当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当事

業年度において予定している固

定資産圧縮積立金の取崩しを前

提として、当中間会計期間に係

る金額を計算しております。 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1）消費税等の会計処理の方法 

同左 

  (2）連結納税制度の適用 

同左 

  

  (3)     ────── 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益

は、それぞれ40百万円減少しており

ます。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は88,642百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用して

おります。これにより営業利益、経

常利益および税引前当期純利益は、

それぞれ100百万円減少しておりま

す。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は 

89,511百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 前中間会計期間において「営業権」として表示してい

たものは、当中間会計期間より「のれん」と表示してお

ります。 

 前中間会計期間において「有形固定資産」は、各資産

の金額から減価償却累計額を直接控除し、控除後の残高

を各資産の金額として表示しておりましたが、当中間会

計期間より、「減価償却累計額」を各資産科目の控除科

目として区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間における「減価償却累計額」を

区分掲記した場合、下記のとおりであります。 

（1）建物                          25,642百万円 

   減価償却累計額                13,597 

（2）構築物                         9,164     

    減価償却累計額                 6,580     

（3）機械装置                      82,051 

    減価償却累計額                70,583 

（4）車両運搬具                       345 

    減価償却累計額                   300 

（5）工具器具備品                  13,842 

    減価償却累計額                10,964 

（6）土地              6,669 

（7）建設仮勘定             2,164  

     有形固定資産         37,854 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（役員退職慰労引当金） 

 平成18年6月29日開催の定時株主総

会において役員退職慰労金制度を廃

止したため、当該定時総会の日まで

の在任期間に応じた在任役員への要

支給額を固定負債の「その他」へ振

替えております。 

───── ───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
 102,026百万円 ──────           104,224百万円 

 ２ 偶発債務等      

  債務保証 ニッサン・ケミカ

ル・アメリカ・ 

Corp. 

(10,950千米ドル) 

1,290百万円

北陸液酸工業㈱    75 

従業員 58  

日本アンモニア

ターミナル㈱ 
28  

計 1,453百万円

ニッサン・ケミカ

ル・アメリカ・ 

Corp. 

(8,400千米ドル) 

  969百万円

北陸液酸工業㈱      61 

従業員 53 

日本アンモニア

ターミナル㈱ 
23 

計    1,108百万円

ニッサン・ケミカ

ル・アメリカ・ 

Corp. 

(7,500千米ドル) 

 885百万円

北陸液酸工業㈱ 68 

従業員  56 

日本アンモニア

ターミナル㈱ 
 25 

計    1,036百万円

※３ 中間期末満期手形  中間期末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。なお、当中間期末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高か

ら除かれております。 

 

 受取手形      616百万円 

 中間期末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。なお、当中間期末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高か

ら除かれております。 

 

 受取手形      705百万円 

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、当期の末日は金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しておりま

す。期末日満期手形の金額は次の

とおりであります。 

  

 受取手形      302百万円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益の主なも

の 

     

  受取利息及び配当

金 
387百万円    376百万円    903百万円 

※２ 営業外費用の主なも

の 

     

  支払利息 176百万円    243百万円    343百万円 

  固定資産処分損 259 287  424 

 ３ 減価償却実施額      

  有形固定資産 2,606百万円      3,900百万円      5,739百万円 

  無形固定資産 1,472      149      2,927 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加58千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、単元未満株式の買増請求よる減少であります。 

  
 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加60千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、単元未満株式の買増請求よる減少であります。 

  
 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加3,615千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加3,500千株、 

     単元未満株式の買取りによる増加115千株であります。 

      ２.普通株式の自己株式の株式数の減少3,007千株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少3,000千株、 

     単元未満株式の買増請求による減少７千株であります。 

株式の種類  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注）１、２ 759 58 3 814 

     合計 759 58 3 814 

株式の種類  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注）１、２ 1,367 60 3 1,425 

     合計 1,367 60 3 1,425 

株式の種類  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式

数（千株） 

当事業年度減少株式

数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

 普通株式 （注）１、２ 759 3,615 3,007 1,367 

     合計 759 3,615 3,007 1,367 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車両運
搬具 

34 23 11 

工具器
具備品 

68 20 47 

合計 102 44 58 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車両運
搬具 

9 4 4 

工具器
具備品 

106 48 58 

合計 116 52 63 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車両運
搬具 

31 24 6 

工具器
具備品 

84 33 51 

合計 115 57 58 

  （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内  28百万円

１年超 30 

合計 58百万円

１年内    32百万円

１年超 31 

合計  63百万円

１年内       29百万円

１年超  28 

合計      58百万円

  （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。     

  ３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料  13百万円

減価償却費相

当額 
 13百万円

支払リース料   17百万円

減価償却費相

当額 
   17百万円

支払リース料     28百万円

減価償却費相

当額 
    28百万円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額  474.48円

１株当たり中間純利益     28.36円

１株当たり純資産額    498.17円

１株当たり中間純利益     27.52円

１株当たり純資産額     488.42円

１株当たり当期純利益  64.30円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

              同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 5,298 5,042 11,927 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
5,298 5,042 11,927 

期中平均株式数（千株） 186,845 183,240 185,506 

 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円） 88,642 91,270 89,511 

 純資産の部の合計額から控除する 

 金額（百万円） 
－ － － 

 普通株式に係る中間期末（期末）の 

 純資産額（百万円）  
88,642 91,270 89,511 

 １株当たり純資産額の算定に用いら 

 れた中間期末（期末）の普通株式の 

 数（千株） 

186,820 183,209 183,267 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年11月14日開催の取

締役会において、会社法第165条第２

項の規定に基づき、自己株式を取得す

ること及びその具体的な取得方法につ

いて決議し、自己株式の取得を以下の

とおり実施いたしました。 

１.自己株式の取得を行う理由 

  経営環境の変化に対応した機動的 

 資本政策の遂行を可能とするため 

２.取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

     当社普通株式 

（２）取得する株式の総数 

     3,500千株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

     5,000百万円（上限） 

（４）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成19年 

    ２月13日まで 

３.実施の結果 

（１）株式の取得期間 

     平成18年11月14日から平成18年 

    11月27日まで（約定日ベース） 

（２）取得した株式の総数 

     3,500千株 

（３）株式の取得価額の総額 

     4,697百万円 

（４）株式の取得の方法 

      東京証券取引所における市場買 

    付 

 当社は、平成19年11月13日開催の取

締役会において、会社法第165条第２

項の規定に基づき、自己株式を取得す

ること及びその具体的な取得方法につ

いて決議し、自己株式の取得を以下の

とおり実施いたしました。 

１.自己株式の取得を行う理由 

  経営環境の変化に対応した機動的 

 資本政策の遂行を可能とするため 

２.取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

   当社普通株式 

（２）取得する株式の総数 

     3,500千株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

     5,000百万円（上限） 

（４）株式の取得期間 

     平成19年11月13日から平成19年

    12月28日まで 

３.実施の結果 

（１）株式の取得期間 

     平成19年11月13日から平成19年

    11月27日まで（約定日ベース） 

（２）取得した株式の総数 

    3,399千株 

（３）株式の取得価額の総額 

    4,997百万円 

（４）株式の取得の方法 

     東京証券取引所における市場買

  付 

 ────── 



(2）【その他】 

 平成19年11月13日開催の取締役会において、第138期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

中間配当金総額                    1,832百万円 

１株当たり中間配当金                  10円00銭 

支払請求権の効力発生日並びに支払開始日     平成19年12月４日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１. 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第137期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。 

２．有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月10日関東財務局長に提出。 

事業年度（第137期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

３．自己株券買付状況報告書 

平成19年12月10日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日  

日産化学工業株式会社      

  取締役社長 藤本 修一郎 殿  

  八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 岡村  憲一 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  一雄 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日産化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日産化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に自己株式の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月20日  

日産化学工業株式会社      

  取締役社長 藤本 修一郎 殿  

  八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 岡村  憲一 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  一雄 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日産化学工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日産化学工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報   

 重要な後発事象に自己株式の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日  

日産化学工業株式会社      

  取締役社長 藤本 修一郎 殿  

  八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 岡村  憲一 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  一雄 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日産化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第137期事業年度の中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日産化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に自己株式の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月20日  

日産化学工業株式会社      

  取締役社長 藤本 修一郎 殿  

  八重洲監査法人  

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  清 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 岡村  憲一 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

  公認会計士 原田  一雄 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日産化学工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第138期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日産化学工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報   

 重要な後発事象に自己株式の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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